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信託法は、大正 11 年に制定され、平成 18 年に全面的に改正されたところである。本研
究においては、平成 18 年に改正される以前の信託法を「旧信託法」といい、平成 18 年に





















論者によっては、「許可なき公益信託 [能見善久, 2004]」「自主的公益信託 [新井誠, 信託


























公益目的の寄付を受けた法人の信託財産以外の一切の財産をいう（信託法第 2 条第 8 項）。 
                                                 
4 公益信託法第 1 条 
9 
コミュニティ財団 


































































                                                 


























































































































































































14 根拠条文は次のとおりである。①信託法第 27 条②同法第 31 条第 6 項、第 7 項③同法第


























うち受託者の義務や責任に関する条文数は 19 箇条もあります。（ [樋口範雄, 入門信託と
信託法, 2007]13 頁）」 




17 根拠条文は次のとおりである。①信託法第 29 条第 1 項②同法第 29 条第 2 項③同法第 30
条④同法第 31 条⑤同法 32 条⑥同法第 34 条⑦同法第 35 条⑧同法第 36 条 
18 根拠条文は次のとおりである。⑨信託法第 40 条第 1 項第 1 号⑩同法同条同項第 2 号 
19 信託法第 2 条第 7 項、同法第 23 条、同法第 25 条、同法第 27 条等 



































                                                 
21 「第一章第二節寄付財産の危機と信託の法律効果」において詳述する。 





























                                                 










































                                                 
たがってまた、受託者の固有財産からの独立性を有することを、示す[四宮和夫, 信託法<新

































                                                 
26 「持分」、「分割請求権」「利益受ける権利」という語を使用して述べてきたところでは
あるが、公益目的の信託においては、その語の概念自体観念することができない。 



































                                                 

























                                                 
29 「第三章第二節 会計上の取扱い」参照。 




もせいぜい 18 世紀、通常は 19 世紀と考えられている。つまり契約は近代社会の産物
なのです。ところが、イギリスの信託の発生はそれよりもずっと早く 14 世紀からだと




正前の出版に係る [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]において、公益目的の寄付を信託的なも
のである旨を説く。しかし、信託法上の信託ではないとして信託法の規定の全面的、直接的
な適用を認めてはいない。 























した。しかし、[新井誠, 信託法第 4 版, 2014] 447－450 頁は、許可なき公益目的の信託を
有効と認める。他益信託説である。 
                                                 
32 最高裁平成 14 年 1 月 17 日判決（民集 56 巻 1 号 20 頁） 
































                                                 
34 第二章第三節第四項「④許可なき公益目的の信託の有効性」 
35 「贈与は、当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し、相手方が













































































      
28 
第一章 公益目的の寄付と寄付財産の危機 





第一節 NPO 法人等に対する寄付 




















                                                 
37 [林良平, 1991]1 頁 
38 独占・寡占、外部不経済、情報の非対称性等 
39 平等性、多数決などによる社会問題の解決の困難性 























成 27 年 3 月末現在の全特定非営利活動法人のうち 5,000 法人に対してオンライン調査（た
だし郵送・FAX の回答も可とした。）を行い、1,688 の有効回答を得たものであり、表 2 は、





                                                 
41 宗教法人法第 2 条第 4 条 
42 私立学校法第 3 条 
43 社会福祉法第 22 条 
44 [太田達男, 2015]122 頁 
45 NPO 法別表（第 2 条関係） 
46 [内閣府, 2016 年] 
30 
表 2  NPO 法人の収益の内訳 
 
以上のように、NPO 法人の収入に寄付金収入の占める割合は全体で 12.9％、認定・仮認




という。）」は、平成 28 年 12 月 1 日現在公益等認定委員会に対して 1 年間に提出された
事業報告書の入力済みデータを集計したものである。公益法人報告の表 1-4-6 寄附金収入規
模別の公益法人数（社団・財団別）（27 頁）は平成 28 年 12 月 1 日現在公益等認定委員会
に対して 1 年間に提出された事業報告書の入力済みデータによるものであり、次の「表 3 寄
付金収入規模別の法人数」はその合計を抜粋したものである。これによると 9,371 の公益法
人のうち寄付金のある法人数は 4,645 あって約 50％公益法人が寄付を得ている。寄付金の


































N = 8 3 8
全体
N＝1 , 1 6 4
会費 寄附金 補助金・助成金 事業収益 その他収益
31 
表 3 寄付金収入規模別の公益法人数 
寄付金額 




 総数 9,371（100.0％） 
寄附金ありの法人数 4,744（50.6％） 
0円 4,327（49.4％） 
1円以上 1百万円未満 1,611（17.2％） 
1百万円以上１千万円未満 1,771（18.9％） 
1千万円以上１億円未満 1,095（11.7％） 
1億円以上 267 （2.8％） 
参考48 
 公益社団法人の会費収入  総額  101,896百万円 
 公益社団法人数     総数     4,092 
公益目的事業収入     総額 4,397,169百万円 
 法人数           総数   9,371 











                                                 
48 参考中「公益社団法人の会費収入」及び「公益目的事業収入」は、公益法人報告中「表 1
－4－7 会費収入のある公益社団法人数（28 頁）」及び「1-4-8 公益目的事業費用額規模別
の法人数」から抜粋したものである。 
49 公益法人については [内閣府, 2015 年]、NPO 法人については [日本ファンドレイジング
協会, 2015]。 


















 NPO 法人の解散件数 
NPO 法人の破産手続きにおいて、公益目的の寄付を信託と解することによりその危機管
理に有効性を発揮することについては、先に述べたとおりである。また、破産合併以外の理
由による NPO 法人の解散に際しても公益目的の寄付を信託と解することが、本節第 2 項以
下に述べるようにその危機管理に有効性を発揮すると考えられる。 
では、実際に NPO 法人の解散数を見てみよう。 
「表 4  NPO 法人の認証数・解散数の推移」は、内閣府 NPO ホームページ＞NPO
統計情報＞認証申請受理数・認証数＞CSV ファイルより筆者作成がしたものである。








表 4 NPO 法人の認証数・解散数の推移 




認証数 1,440 1,107 779 650 355 51,871 
解散数 1,826 1,663 1,755 1,549 1,707 15,189 
事由 1 1,229 1,193 1,302 1,238 1,343 11,507 
事由 2 0 0 0 3 7 11 
事由 3 1 2 0 0 3 26 
事由 4 3 11 8 8 6 81 
事由 5 6 10 8 6 13 95 
事由 6 3 4 8 9 14 53 
事由 7 574 436 428 283 319 3,366 




 NPO 法人の破産手続きと公益目的の寄付財産 














                                                 


























 NPO 法人の解散と清算手続き（破産・合併以外の場合） 
NPO 法人制度発足以来の破産手続き、合併以外に理由により解散した件数は、社員総会
の決議 11,507 件、定款で定めた解散事由の発生 11 件、目的とする特定非営利活動に係る
事業の成功の不能 26 件、社員の欠亡 81 件、設立の認証の取消し 3,366 件及びその他 50 件
となっており、仮にこれらの法人が公益目的の寄付財産を有していれば、その危機管理の検
討を行う必要がある件数と考えられる。 






これを図に示すと「図 3 NPO 法人の解散（破産・合併以外）のとき寄付を信託と解さな
い例」のとおりである。 
 
                                                 
52 信託法第 56 条第 1 項第 3 号（破産者の任務の終了）第 62 条（新受託者の選任） 






























を見てみよう。受託者である NPO 法人が破産合併以外の理由で解散すると当該 NPO 法人
の受託者の任務は終了し54、寄付財産である信託財産は、新たな受託者に引き継がれ、寄付
財産は新受託者のもとで従前の一定の公益目的に従って、管理処分等が行われることとな
る。これを図示すると「図 4 NPO 法人の解散（破産・合併以外）のとき寄付を信託と解す
る例」のとおりである。 
公益目的の寄付を信託と解することによる寄付財産の危機管理である。 












                                                 







































公益法人が公益認定を始めて取り消されたのは、2016 年 3 月である。以来、「表 5 公
益法人の公益認定の取消し」のとおり合計 3 件の公益認定の取消しがなされている。 
表 5 公益法人の公益認定の取消し 
日付 名称 行政庁 経緯 









6 月 28 日行政庁の勧告 
6 月 30 日取消し申請 
平成 29年 3月 31 日 公益社団法人入間市シ
ルバー人材センター 























                                                 
55 公益認定法第 5 条第 17 号、第 30 条 
56 公益認定法施行規則第 47 条 
37 















      
 寄贈資料の散逸・誤廃棄 
「表 6 寄贈資料の散逸・誤廃棄の例」は、NPO 法人等の例ではない。しかし、法人形態
を問わず、図書館であれば貴重な図書資料の寄贈を受けた図書館が、誤って廃棄したり、誤
って処分することが起こり得ることとして取り上げた。 
表 6 寄贈資料の散逸・誤廃棄の例 
報道日付 媒体 名称 内容 
2013.9.4 朝日新聞青森県版 青森公立大学 寄贈図書 1809 冊の散逸 









                                                 









































                                                 



































                                                 
59 「贈与は、当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し、相手方が











































                                                 
62 「一般的な規範であるほうをそのまま適用することが妥当でないような場合、それを具
体的な事案に即して修正する原理 [編集代表高橋和之、伊藤眞、小早川光郎、能見善久、山
口厚, 2016 年]394 頁」 
63 民法第 1 条第 2 項、第 3 項 






























                                                 
65 本研究においては、金銭、動産・不動産を念頭に論を進め、必要に応じて他の財産に言及
するときは、その旨明示する予定である。 
66 民法第 553 条 



































                                                 




































                                                 
73 同一の事実に目的を同じくする別個の請求権が併存することを請求権の競合という。こ
の場合、どちらの請求権を主張してもよいという「請求権競合説」が判例、多数説である
（ [編集代表高橋和之、伊藤眞、小早川光郎、能見善久、山口厚, 2016 年]753 頁）。 
74 信託法第 2 条第 1 項 
75 信託法第 3 条第 1 号 



























                                                 
77 最高裁第一小法廷判決平成 14 年 1 月 17 日預金払い戻し請求事件 
78 最高裁第一小法廷判決平成 15 年 6 月 12 日債権差押処分無効確認等請求事件 
79 東京高裁平成 11 年 2 月 21 日 
80 善良な管理者の注意義務（信託法第 29 条第 2 項）、忠実義務（信託法第 30 条）利益相
反行為の制限（信託法第 31 条）分別管理義務（信託法第 34 条）等。「第五章第三節第一
項受託者の義務等」において詳述する。 
81 信託法第 23 条 
82 信託法第 27 条、第 31 条第 6 項 
83 信託の変更は信託法第 149 条、信託の併合は第 151 条、吸収信託分割は第 155 条、新規











贈与契約と信託契約との比較を表にすると表 1 のとおりである84。 
 表 7 公益目的の寄付契約を贈与契約と解するときと信託契約と解するときの比較 











































































































たは NPO 法人等と信託管理人の利益衡量などの検討を行いたい。 
② 第三者と信託管理人の利益衡量と第三者対抗 




                                                 
85 信託法第 261 条により読み替えられた信託法第 125 条第 1 項 
86 信託法第 123 条第 1 項 
87 公益目的の寄付者は、当該寄付財産（信託財産）に関する利害関係人になると考えられ
る。 
88 信託法第 25 条（破産手続きにおいて信託財産は破産財団から取り戻すことができる）、


























                                                 
89 信託法第 27 条 
90 信託法第 14 条 
91 社債、株式等の振替に関する法律第 75 条、第 142 条 




解釈として「正当ナ利益ヲ有スル第三者（大審院判決明治 45 年 6 月 28 日）」あるいは、
「背信的悪意者を除く第三者（最高裁第二小法廷判決昭和 43 年 8 月 2 日）」とするなど第
三者の意味を縮小し解釈してきた。 
93 第五章第二節第一項乃至第三項において検討する。 
































負うこと（信託法第 29 条第 1 項）を前提として信託法に定められている善良な管理者の注
意義務（同法第 29 条第 2 項）、忠実義務（同法第 30 条）、利益相反行為の禁止（同法第
                                                 
95 民法第 177 条 
96 信託法第 27 条 
97 大審院判決明治 45 年 6 月 28 日 
50 
31 条）、財産の分別管理義務（同法第 34 条）、事務処理状況報告義務（同法第 36 条）帳





























18 年の信託法改正前の出版に係る [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]において、公益目的の
寄付を信託的なものである旨を説く。しかし、信託法上の信託ではないとして信託法の規定
                                                 
98 事務処理状況報告義務は、委託者の権利でもある。 









らず、その理由として旧信託法の下100かつ平成 14 年 1 月 17 日最高裁判決以前101の論考で
あることに留意しつつ二つの論稿の紹介をしたい。 
 四宮和夫教授の説 




















                                                 
100 旧信託法は、受益者の定めのない信託については、公益目的で主務官庁の許可を得たも
ののみを認めていた。 
101 最高裁判決平成 14 年 1 月 17 日（最高裁判所民事判例集第 56 巻 1 号 20 頁） 



































定セラレタル者ハ当然信託ノ利益ヲ享受ス（旧信託法第 7 条本文、現行信託法第 88 条第 1
項本文は同旨）」とされている。 







































































                                                 












これらの関係を表す表 1（信託）を「表 8 信託の類型の包含関係」として再掲する。 


















2004]」「自主的公益信託 [新井誠, 信託法第 4 版, 2014]」等の語を用いる。 
                                                 
108 特例が定められており、例えば、自己信託により設定することはできず（信託法第 258
条第 1 項）、公益信託を除きその存続期間は 20 年を超えることができないなどとされる
（信託法第 260 条）。公益目的の信託は、これらの特例により、一般の信託と異なる取扱い
を受け、制約が課せられることとなる。 
109 公益信託ニ関スル法律第 1 条 
110 一般社団法人信託協会の統計によると平成 30 年 3 月末現在、本邦の信託銀行などの信
託兼営銀行及び信託会社の信託受託残高は、1,141.6 兆円であり（ [一般社団法人信託協会, 
2018 年 8 月]90 頁）、公益信託受託残高は、59,401 百万円とのことである（同書 95 頁）。
したがって、公益信託の受託残高は、営業信託の受託残高の十万分の五を占めるにすぎない








 平成 18 年信託法改正経緯 
信託法案および信託法の施行に伴う関係法の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）











                                                 
111 [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989] [能見善久, 2004]は「許可のない公益目的の信託」を 







112 [新井誠, 信託法第 4 版, 2014]445 頁は、旧信託法についても「我が国の有権解釈は（中
略―筆者）公益信託はもとより、そもそも信託としての有効性すら認めない」とする。 
113 旧信託法の下における学説の状況については、 [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]114 頁
に詳しい。 
114 信託法第 3 条第 3 号、自己信託も今回の信託法改正によって導入された制度である。 
115 旧信託法の下において公益目的以外の受益者の定めのない信託について [四宮和夫, 信
託法<新版>, 1989]122 頁は、「公益信託とも言えず、また、私益信託としても信託の履行
を強制する受益者を欠く場合は、信託とは認められないだろう」とする。 






表 9 受益者の定めのない信託の設定の可否 
信託目的 信託類型 信託法改正前 現信託法下 
公益目的 






条第 1 項解釈が問題となる 















                                                 
117 公益信託ニ関スル法律 1 条 
118 「許可なき公益目的の信託」と同義である。 



















現信託法の下で許可なき公益目的の信託を有効と解するのは、 [新井誠, 信託法第 4 版, 
2014]である。 [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]及び [能見善久, 2004]は、旧信託法の下に
おいてこれを有効と解するところ、これらの説が現信託法下においても成立するかを考え
てみたい。また、目的信託と考えることも法律行為の解釈としては成り立ち得るが検討する















                                                 
あるため、目的信託の利用が困難であると考えている。（法人税法第 2 条第 29 号の 2 ロ、
第 4 条の 6 第 1 項）。https://www.nta.go.jp/publication/pamph/sonota/shintaku.pdf 
121 [新井誠, 信託法第 4 版, 2014]445 頁 
122 許可なき公益目的の信託に目的信託と同様の課税関係が生じる可能性がある。 
123 本項「④許可なき公益目的の信託の有効性」参照。 




























                                                 
125 同書 446 頁 
126 公益信託ニ関スル法律 9 条 
127 現信託法において信託管理人は、受益者が現に存しないときに受益者の権限を行使する
のである（信託法第 123 条第 125 条）から、公益信託の受給者を受益者と解する説からす
れば、当該公益信託に受給者が存在するときは、信託代理人（第 138 条 139 条）であろう。 
128 信託法第 259 条 
129 [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]113 頁 
































                                                 




















第 2 条第 1 項の規定は廃止すべきである旨を主張したところである。 
② 法制審議会における方向性 
法務大臣の諮問機関である法制審議会は、信託法部会を設置し、平成 28 年 6 月に公益信









                                                 
132 公益信託法改正研究会報告書における「目的信託」との語には、私益目的、公益目的を
含めており、本研究とは異なる定義により論述されているところである。 





 中間試案は、「第 2 3 公益信託法第 2 条第 1 項の削除」の項を立て「公益信託法







 中間試案及び補足説明は、パブリックコメントに付され、「第 2 3 公益信託法第



































                                                 

























                                                 
136 民法第 5 条第 1 項 
137 民法第 961 条 
138 信託法第 2 条第 1 項 




リーを異にすると考えられている（信託法 258 条第 2 項、第 3 項）。したがって、受託者
は、受益権を保有し、信託財産から給付を受けることはできないことになる。したがって、
信託財産を固有財産に帰属させることができるのは、概ね信託事務処理費用の前払い又は



































143 最高裁第一小法廷平成 15 年 6 月 12 日判決債権差押処分無効確認等請求事件 
144 東京高裁平成 11 年 8 月 31 日判決マンション管理費等積立金事件 






























                                                 
146  [道垣内弘人, 2007]27 頁 
147  [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]133－139 頁、[新井誠, 信託法第 4 版, 2014]340、344
頁 


























                                                 
149 認定 NPO 法人又は公益法人に不動産の寄付したときのみなし譲渡所得に関する特例
（租税特別措置法第 40 条第 1 項）、相続財産に含まれる物を寄付したときの相続税に関す
る特例（租税特別措置法第 70 条第 1 項）の要件は、当該財産の寄付を受けた認定 NPO 法
人又は公益法人が処分することなくそのまま利用することとされている。 
150  [内閣府公益認定等委員会，平成 20 年 4 月 11 日（平成 21 年 10 月 26 日改正）] (注 6)、
（注 4）2 
151 [内閣府特定非営利活動法人の会計の明確化にに関する研究会, 平成 23 年 11 月]は、「現
段階において望ましい会計基準」と位置付けられている。 

































                                                 
153 前注 33 頁、162 頁 
154 前注 57 頁 
































                                                 
156 信託法第 3 条第 2 号 
157 委託者が受託者として自己の財産を信託財産である旨を宣言する信託である（信託法第
3 条第 3 号）。 


























                                                 
159 民法第 177 条、著作権法第 77 条 
160 信託法第 14 条 


















                                                 
166 「指定金銭信託合同運用」は定期預金の類似商品として、信託銀行の窓口で一般顧客に
も販売されている [拙稿, 「第 2 節商事信託第 1 項預金型信託, 2007 年]。 
167 [角紀代恵, 2017 年]283,284 頁 
72 





















体制をと配分委員会を通じて決定される。」との説明に続き、1914 年 1 月 2 日にゴフ
（F.H.Goff）により創立されたクリーブランド・ファウンデーション（The Cleveland 
Foundation）について「設立にあたっては、基本資産を公募の形で受け入れるため、『決








                                                 
























sector）、および地域社会（community as a whole）のニーズに応える。 










域の NPO 等を支援するために、地域市民の寄付を集める NPO 基金や地域ファンドと呼ば
れる仕組みが増えている。本書ではこれらの仕組みをコミュニティ・ファンドと総称し『地
                                                 
169 ②における引用は、http://www.osaka-community.or.jp/contents/fi/index.htm （2017












寄付白書 2013172は、「寄付ニュースクリップ 2012」において今年の話題として「2012 年
6 月：市民ファンド・市民コミュニティ財団の設立相次ぐ」との表題の下 





を果たす。全国に先駆け、2009 年 3 月に設立されて以降、市民立による財産設立












                                                 
170 [日本ファンドレイジング協会, 2011]104 頁、105 頁 
171 一覧表の運営主体の名称には、法人種類を省略したものもあり、法人種類については、
推定したものもある。 




































                                                 





め、米国で誕生し、発展している『コミュニティ財団 a community foundation』を視察・





第 2 章 目的及び事業  
（目 的）  
第 3 条 本財団は、一般市民や企業等の社会貢献への志を尊重し、最大限に生かすた
め、公益に資する事業を行うものへの助成または顕彰、学生等への奨学金の支給等を行
い、地域社会の公益の増進に寄与することを目的とする。  
（事 業）  






















                                                 
176 以下本項における引用は、 http://www.osaka-community.or.jp/contents/fi/index.htm 
（2017 年 8 月 19 日現在）からのものである。 



















































































































































                                                 
180 信託法第 2 条 





大阪コミュニ地財団の基金別件数及び寄付の累計額は表 10 のとおりである。 
表 10 大阪コミュニティ財団基金数及び寄付累計額 
2017 年 3 月 31 日現在 
  件数 金額（千円） 
全基金 252 3,781,409 
  
共同基金 2 168 
個別基金合計 250 3,781,241 
  
運営基金 22 218,514 
助成基金合計 228 3,562,728 
  
一般基金 50 584,925 
分野指定基金 157 1,950,145 
関与基金 14 997,438 



















表 11 大阪コミュニティ財団の関与基金の助成分野一覧 
 分野 地域 
A 基金 文化・スポーツ団体の事業支援 大阪を中心とする近畿 
B 基金 奨学金の支給 大阪 
C 基金 環境問題にとりくむ国内外の団体の活動を支援 西日本 
D 基金 社会―般の福祉増進 大阪 
E 基金 社会一般の福祉の増進、商工業の総合的発展 ― 
F 基金 青少年の健全育成(文学・スポーツ) ― 
G 基金 近畿大学に学ぶ外国人留学生に奨学金を支給 ― 
H 基金 国内外の教育振興等 ― 
I 基金 「自然と人間の共生」にそって花、緑、  ― 
J 基金 環境問題にとりくむ国内外の団体の活動を支援  ― 
K 基金 同上 ― 
L 基金 地域を活性化し元気にするさまざまな活動への支援 西日本 


























































                                                 
183 本項における公益財団法人パブリック・リソース財団に関する記述は、同法人のウェッ
ブサイト記載の引用である。http://www.public.or.jp/PRF/fund/ （2018 年 10 月 8 日現在
ホームページ） 


























































































































































































すると、パブリックリソース財団が運営する基金のうち 10 の基金が表示され、そのうち 9
の基金が寄付を一般に募っている。そしてその中から「あい基金」選んでクリックするとあ
                                                 
187 善良な管理者の注意義務：信託法第 29 条第 2 項、忠実義務：同法第 30 条 
188 http://www.public.or.jp/PRF/aboutus/files/F_zaisan_H27.pdf） 
189 パブリックリソース財団 2016 年度（平成 28 年度）事業報告 15 頁、2017 年度









Women Creating the Future 





























創設初年度は、2016 年 3 月までに 450 万円の寄付を調達し、2016 年度において
300 万円の助成プログラム実施を予定しています。その後 5 年度目の 2019 年度
で、個人寄付 500 万円、企業寄付 1000 万円を毎年安定的に確保し、年間助成額
































                                                 
190 信託は、契約ごとに信託財産を分別して関することが原則である（信託法第 34 条、旧
信託法第 28 条）。 









































                                                 
192 学芸員資格認定試験の必須科目である（博物館法施行規則 6 条 3 項）。 


























                                                 
194 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 189 条 2 項 3 号 




196 信託法第 23 条、第 25 条 











う。」）は、正会員 25 ナショナル・トラスト団体及び 1 個人（一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律上の社員）会員並びに 9 ナショナル・トラスト団体からなる団体であっ



















                                                 
199 信託法第 16 条 
200 信託法第 14 条、不動産登記法第 97 条 
201 信託法第 14 条反対解釈 
202 http://www.ntrust.or.jp/gaiyo/gaiyo.html （2017 年 8 月 29 日現在） 
92 
 協会は、ナショナル・トラスト地を 50 か所有しており、内 3 か所を購入により取得残
り 47 か所を贈与により取得している203。購入により取得したものの中で、歌才湿原トラス
ト地の取得経緯とその保全に関する検討を行うため、そのプレスリリースを見ておきたい。 
日本ナショナル・トラスト協会の 2015 年 7 月 28 日付プレスリリース 
（http://www.ntrust.or.jp/index/press20150728.pdf ） 













■期間：2015 年 7 月～9 月 30 日  
■目標金額：500 万円（500 口）  
■参加対象：個人・企業 
■参加方法：一口１万円から任意の口数を ご寄付ください。 
■対象地：北海道寿都郡黒松内町字豊幌の歌才湿原、 54,999 ㎡ 
（約 5.5 ヘクタール） 








                                                 
203 http://www.ntrust.or.jp/gaiyo/trust/ntrust_itiran.pdf （2017 年 8 月 29 日現在） 
204 http://www.ntrust.or.jp/trust_project/utasai/2016winNTNL_w.pdf （協会発行「ニ









分の 6 を黒松内町が、10 分の 4 を当協会が出し合って取得することとなりました。地方自
治体とトラスト団体が自然環境の保全を目的として共同で土地を購入し、共有の登記を行


















                                                 

































                                                 
207 寄付を受けた NPO 法人等以外の者（第三者）に対しても寄付財産等が信託財産に帰属
する財産であることを主張することができる。 































                                                 
209 信託法第 17 条、民法第 242 条から第 248 条まで。 
210 信託法第 18 条 
211 [角紀代恵, 2017 年]89 頁 





















第 97 条  信託の登記の登記事項は、第 59 条各号に掲げるもののほか、次のとお
りとする。  
一 委託者、受託者及び受益者の氏名又は名称及び住所  
二～五  略  
六  信託法第 258 条第 1 項規定する受益者の定めのない信託であるときは、その
旨   
七  公益信託ニ関スル法律 （大正十一年法律第六十二号）第 1条 に規定する公
益信託であるときは、その旨   
八  信託の目的   
九  信託財産の管理方法   
十  信託の終了の事由   
十一  その他の信託の条項  
このようにして、土地または建物が信託財産であるときは、だれでも当該土地又は建物の
不動産登記簿を閲覧することができ、所有者（信託財産が所有権であるとき：受託者）の氏
                                                 
213 信託法第 34 条、信託法施行規則第 4 条 
214 不動産登記法 97 条、船舶登記令第 35 条第 1 項の準用する不動産登記法 97 条、建設機
械登記令の準用する不動産登記法 97 条、自動車登録令第 61 条第 1 項 
項第 3 号 

















                                                 
216 信託法第 206 条第 1 項 
217 社債、株式等の振替に関する法律第 68 条第 3 項第 5 号、第 91 条第 3 項第 5 号、第 129




































                                                 
220 信託法第 34 条第 1 項 
221 信託法 206 条第 1 項、社債、株式等の振替に関する法律第 75 条第 1 項 
222 信託法第 34 条第 1 項第 3 号、同法施行規則第 4 条 
223 信託法第 17 条（信託財産に属する財産の付合等）、信託法第 18 条（信託財産と固有財
産の識別不能） 
224 本項「②信託の登記又は登録」参照。 




例、学説の蓄積のない中、民法第 177 条をめぐる判例、学説は、参照されることとなろう。 




















                                                 
227 最高裁判決昭和 43 年 8 月 2 日民集 22 巻 8 号 1571 頁 
228 背信的とはいえないまでも事情を知った者を登記の欠缺を主張することのできる第三
者から排除することを主張するのは、内田貴「民法 I 第 8 版」397 頁、東京大学出版会、97
年 4 月 24 日等があり、川井健「民法概論２物権 43 頁、有斐閣、97 年 5 月 30 日は、この
考え方を有力説と評価している。 





























                                                 
230 民法第 177 条、第 192 条 


















































234 信託法第 14 条、社債、株式等の振替に関する法律第 75 条、第 142 条 



























                                                 
236 信託法第 56 条第 3 号、第 4 号 
237 信託法第 75 条 
238 信託法第 75 条第 4 項 
239 信託法第 27 条第 2 項 























                                                 
241 受託者である法人の解散は受託者の任務の終了事由であって（信託法第 56条第 4号）、
信託の終了事由ではない。、信託法第 163 条は、信託の終了事由を定めているところ、「受
託者が欠けた場合であって、新受託者が就任しない状態が 1 年間継続したとき（同条第 3
号）」を信託の終了事由としており、反対からいうと受託者が欠けただけでは、信託は終了
しないこととなる。 






243 信託法第 62 条 




























                                                 
245 根拠条文は次のとおりである。①信託法第 29 条第 1 項②同法第 29 条第 2 項③同法第
30 条④同法第 31 条⑤同法第 32 条⑥同法第 34 条⑦同法第 35 条⑧同法第 36 条 
246 根拠条文は次のとおりである。⑨信託法第 40 条第 1 項第 1 号⑩同法同条同項第 2 号 




























                                                 
248 第 29 条第 1 項 
249 民法第 644 条 
250 [中川高男, 1963 年]270 頁 
251 具体的な人の注意ではなく、行為者の属する職業や社会的地位に応じて通常期待される
程度の注意が要求されるという意味で抽象的という言葉が使用されている。 































                                                 
253 信託法第 31 条、第 32 条 
254 信託法第 31 条 
255 信託法第 40 条第 3 項 
256  [角紀代恵, 2017 年]280 頁 
























一  信託財産に損失が生じた場合 当該損失のてん補  



















































                                                 
258 信託法第 261 条により読替え準用する第 58 条 
259 信託法第 11 章（第 248 条―第 257 条） 
260 信託法第 259 条 































                                                 
262 第二章第三節第四項「③公益信託法適用説」参照。 
263 信託法第 258 条第 4 項、第 8 項 
































                                                 
265 信託法第 16 条。「第五章第一節第一項信託財産の範囲等」参照。 






























                                                 
267 「信託行為において信託財産に属すべきものと定められた財産のほか、次に掲げる財産
は、信託財産に属する。一信託財産に属する財産の管理、処分、滅失、損傷その他の事由に






































                                                 







表 12 入会林野と公益目的の寄付財産との対比 
  入会林野 
公益目的の寄付財産 
（公益目的の信託財産） 
対象財産 土地 金銭、土地、建物、有価証券など 











































































































































































                                                 







寄付 寄付財産 寄付財産 
一定の目的に従って管
理処分等すべき契約 






以上を図で示せば「図 8 公益目的の寄付を信託と解する考え方」のようになろう。 

























                                                 












































                                                 
274 「第四章 市民社会の発展過程において寄付の中に見出される信託」参照。 
275 「第三章第二節 会計上の取扱い」参照。 




てもせいぜい 18 世紀、通常は 19 世紀と考えられている。つまり契約は近代社会の産
物なのです。ところが、イギリスの信託の発生はそれよりもずっと早く 14 世紀からだ































認定 NPO 法人及び仮認定公益法人においては、収益の 9.7％を寄付金が占めており、また、
経営資源の調達に利潤動機や税を主たる財源とする資金によらない方法として重要である。 
ところで、すべての NPO 法人等が健全に業務を遂行しているわけではない。NPO 法人
制度発足以来 1 万 5 千件を超える NPO 法人が解散しており、うち 3,366 件は、破産を理由
とする解散である。また、公益法人制度改革以来 3 件の公益法人の公益認定が取り消され
                                                 

































                                                 














































































































































                                                 



























                                                 
284 [四宮和夫, 信託法<新版>, 1989]15 頁 
285 [拙稿, 信託の社会資本整備機能―土地信託と都市開発―, 1999 年]111 頁 
127 
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